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信用事業業務知識

金 融 機 能 と 金 融 市 場

問　1　金融の機能と金融市場について述べた

次の a～ dのうち，誤っているものはいくつ

あるか，⑴～⑷の中から 1つ選びなさい。

ａ．預貯金の受入と貸出が繰り返されること

により，全体としてはじめに受け入れた本

源的預貯金の何倍かの派生的預貯金を生み

出す機能を信用仲介機能という。

ｂ．コール市場は，金融機関を中心に一般の

企業や外国投資家も参加できるオープン市

場の一つであり，日々の資金の過不足を最

終的に調整する場としての役割を果たして

いる。

ｃ．長期金融市場は，個人や JA・銀行・生命

保険会社などの機関投資家が，既に発行さ

れた株式や公社債を売買することによって

資金を運用する場としての側面を持つ。

ｄ．企業が株式を発行する形態には，既存株

主に新株の引受権を付与する「株主割当」

や不特定多数の者を募集対象とする「第三

者割当」がある。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

	 正解率　32％

正解　⑶	

　解　説

ａ．信用創造機能の説明である。「資金」

仲介機能とは，資金の余っているとこ

ろ（黒字主体）から資金の足りないと

ころ（赤字主体）へ資金が流れるため

の機能をいう。a は誤りである。

ｂ．コール市場はインターバンク市場の

一つであり，取引参加者は金融機関に

限定されている。b は誤りである。

ｃ．記述の通り正しい。

ｄ．不特定多数の者を募集対象とするの

は「公募」である。「第三者割当」とは，

取引先など特定の者に新株引受権を付

与するものである。d は誤りである。

　　したがって，a，b，d が誤りで，⑶

が正解である。

金 利

問　2　金利について，正しいものを 1 つ選
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びなさい。

⑴　長期金利の指標としては，発行量と取引

高が多い 30 年物長期国債の利回りが一般

的に用いられる。

⑵　JA バンクの普通貯金の付利最低残高は

1,000 円，付利単位は 1 円である。

⑶　利息計算期間の日数の数え方には，「片端

入れ」と「両端入れ」があるが，貯金利息

は「両端入れ」が用いられる。

⑷　現在，「公定歩合」と預金金利との直接的

な連動性はなく，各種の金利は金融市場に

おける裁定行動によって決まっている。

	 正解率　64％

正解　⑷	

　解　説

⑴　長期金利は，当面の金融政策の影響

のみならず，将来の物価変動や景気動

向をにらんだ金利予想が大きな役割を

果たしており，長期金利の動向は債券，

特に 10 年物国債の値動きが一般的な

指標となっている。したがって，⑴は

誤りである。

⑵　貯金の利息計算は付利単位未満の

金額は切り捨てられ，付利単位以上の

元金をもとに計算される。普通貯金の

付利最低残高は 1,000 円，付利単位は

100 円である。したがって，⑵は誤り

である。

⑶　貯金利息の計算には「片端入れ」が

用いられる。利息計算期間は 1 年を

365 日とする日割計算で算出される（計

算式＝元金×年利率×利息の計算期間

の日数÷ 365）が，「片端入れ」は利息

計算期間の最初または最後の 1 日を数

えない方法である（貯金利息計算の場

合は最初の日を算入し，最後の日を数

えない）。「両端入れ」は利息計算期間

の初日（貸出日）から最終日（返済日）

まで数える方式で，貸出金の利息計算

に用いられる。したがって，⑶は誤り

である。

⑷　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。現在，公定歩合と預貯金金

利との直接的な連動性はなくなり，公

定歩合は 2001 年に導入された補完貸

付金利の適用金利として，短期市場金

利の上限金利という意味合いだけに

なっている。

貯 金 取 引 契 約

問　3　貯金取引契約について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　農協法では，JA は貯金又は定期積金の受

入れに関し，契約の内容その他貯金者等に

参考となるべき情報の提供を行うように努

めなければならないと定められている。

⑵　民法上，貯金取引契約は当事者双方の意

思の合致のみでは有効に成立しない。

⑶　金融機関の役職員は，普通貯金の払戻請

求書の印鑑照合に際して，貯金を預かる者

として「善良なる管理者の注意義務」を果

たさなければならない。

⑷　当座勘定取引は，当座貸越契約の締結の

有無にかかわらず，消費寄託および支払委

託契約の両者の法的側面を持っている。

	 正解率　18％

正解　⑴	

　解　説

⑴　努力義務ではなく，「行わなければな
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らない」と規定され，法律上の義務で

ある（農協法 11 条の 3）。したがって，

⑴は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑵　記述の通り正しい。契約は一般に当

事者の意思の合致だけで有効に成立す

るが，貯金取引契約は当事者の意思の

合致だけでなく，金銭という物の受渡

しが要件となっている。前者を「諾成

契約」，後者を「要物契約」という。

⑶　記述の通り正しい。金融機関の役職

員に求められる「善良なる管理者の注

意義務」とは，一般の人に比べて，金

融に関する高度の知識・経験を有して

いる熟練者としての特別な注意力を指

すとされている。

⑷　記述の通り正しい。更に当座貸越契

約が付随すると消費貸借契約（予約）

の法的側面も持つ。

当 座 貯 金 取 引

問　4　当座貯金取引について，正しいものを

1つ選びなさい。

⑴　取引先が生前に振り出していた手形・小

切手については，金融機関が取引先の死亡

の事実を知ったときであっても，原則とし

て支払うことができる。

⑵　取引先が手形交換所の取引停止処分を受

けたことに伴う強制解約の効力は，解約通

知が当該取引先に通常到達すべきときに生

じる旨が当座勘定規定に特約されている。

⑶　当座勘定取引は当事者の一方の都合で解

約することはできない。

⑷　当座勘定取引が終了した場合，取引先は

未使用の小切手用紙・手形用紙を直ちに取

引店に返却しなければならない旨が当座勘

定規定に明文化されている。

	 正解率　80％

正解　⑷	

　解　説

⑴　当座勘定取引は小切手や手形の支払

を取引先から委託される支払委託契約

である。この支払委託は，取引先が委

任者，金融機関側を受任者とする委任

契約の一つであり，委任者である取引

先の死亡によって終了する（民法 653

条）。金融機関が取引先の死亡の事実を

知ったときは，その取引先が生前に振

り出していた手形・小切手は原則とし

て口座から引き落とすことはできない。

したがって，⑴は誤りである。

⑵　当座勘定規定において，解約通知を

発信したときに解約の効力が生じる旨

が特約されている。したがって，⑵は

誤りである。

⑶　当座勘定取引は法律上は契約の一つ

であり，当事者は一方の都合でいつで

も解約できる。当座勘定規定でもその

旨を確認している。したがって，⑶は

誤りである。

⑷　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

定 期 性 貯 金

問　5　大口定期貯金，スーパー定期貯金，期

日指定定期貯金，変動金利定期貯金について，

正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　大口定期貯金と期日指定定期貯金は，原

則，1 年の据置期間経過後，満期日 1 か月
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前までに通知しなければ満期日に解約でき

ない。

⑵　大口定期貯金，スーパー定期貯金および

期日指定定期貯金の 3 つは，預入時の金利

が満期日まで変更されない。

⑶　スーパー定期貯金と期日指定定期貯金は，

個人のみ利用できる。

⑷　期日指定定期貯金と変動金利定期貯金は

1 円から利用できるが，大口定期貯金とスー

パー定期貯金の最低預入金額は 1,000 万円

である。

	 正解率　82％

正解　⑵	

　解　説

⑴　大口定期貯金には記述のような制限

はない。したがって，⑴は誤りである。

⑵　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑶　期日指定定期貯金は個人のみが利用

できる商品であるが，スーパー定期貯

金は法人も利用できる。したがって，

⑶は誤りである。

⑷　大口定期貯金の最低預入金額は1,000

万円であるが，スーパー定期貯金は 

1 円から預入が可能である。したがっ

て，⑷は誤りである。

総 合 口 座 取 引

問　6　総合口座取引について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　総合口座取引では普通貯金の残高が不足

する場合，一般的に，定期貯金残高の 90%

以内で，最高 200 万円まで不足額の貸越し

が受けられる。

⑵　自動解約扱いの定期貯金は総合口座に

セットできない。

⑶　大口定期貯金，スーパー定期貯金，期日

指定定期貯金の 3 つは，総合口座にセット

できるが，変動金利定期貯金は総合口座に

セットできない。

⑷　総合口座取引における貸越利率は，定期

貯金の利率に一定率を加えたものである。

	 正解率　65％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。総合口座の貸越

取引は期限が定められておらず，反復

して継続利用することができる。その

ため総合口座にセットされる定期貯金

は自動継続扱いのものに限っている。

非継続扱いのものは取扱いできない。

⑶　自動継続方式であれば，変動金利定

期貯金も総合口座にセットできる。し

たがって，⑶が誤りで，これが本問の

正解である。

⑷　記述の通り正しい。担保となる定期

貯金の利率に 0.5% を加えたものとして

いるところが多い。

定 期 積 金

問　7　定期積金について，誤っているものを

1つ選びなさい。

⑴　掛金の払込が所定の払込日より前に行わ

れた場合は，満期日に先掛割引金を支払う

か，満期日の前倒しを行なうかのいずれか

の方策を講じる。

⑵　定期積金は一定の限度内において貯金保



−28−

JA バンク信事管理者

険制度の保護対象商品である。

⑶　定期積金は，契約者が一定期間にわたっ

て掛金を継続的に払い込むことと引き換え

に，JA が満期日に一定の給付契約金を契約

者に支払う貯蓄商品で，貯金契約とは法的

性格を異にする。

⑷　給付補てん金は給付契約金と掛金総額と

の差額であり，一般の貯金の利息に相当す

る。

	 正解率　80％

正解　⑴	

　解　説

⑴　満期日の前倒しは行わない。掛金が

払込日前に払込まれた場合は，契約時

の約定利回に準じて先掛割引金を計算

する。⑴が誤りであり，これが本問の

正解である。

⑵　記述の通り正しい。定期積金は利息

のつく普通貯金，貯蓄貯金，定期貯金

などと合わせて，貯金者一人あたり元

本 1,000 万円とその利息等が貯金保険

により保護される。

⑶　記述の通り正しい。定期積金契約を

すれば，掛金の払込がなくても契約は

成立する諾成契約であるとされている。

また，条件どおり払込が行われた場合，

JA には契約額を給付する義務はある

が，掛金が条件どおり払込みが行われ

なくても JA に払込を強制する権利は

ない有償片務契約とされている。

⑷　記述の通り正しい。

財 形 貯 蓄

問　8　財形貯蓄について，正しいものを 1つ

選びなさい。

⑴　財形住宅貯蓄および財形年金貯蓄は 5 年

以上の期間，一般財形貯蓄は 3 年以上の期

間にわたってそれぞれ定期的に預け入れる

ことが必要である。

⑵　財形年金貯蓄と財形住宅貯蓄は合算して

元本 350 万円まで非課税扱いとなっている。

⑶　財形貯蓄の預入方法は，給与・賞与から

の天引きが原則であるが，勤労者による金

融機関への直接入金によっても可能である。

⑷　一般財形貯蓄には年齢制限はないが，財

形住宅貯蓄と財形年金貯蓄は満 50 歳未満

という年齢制限がある。

	 正解率　62％

正解　⑴	

　解　説

⑴　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑵　350 万円ではなく，550 万円の誤り

である。したがって，⑵は誤りである。

⑶　勤労者による金融機関への直接入金

はできない。したがって，⑶は誤りで

ある。

⑷　満 50 歳ではなく，満 55 歳未満とい

う年齢制限がある。したがって，⑷は

誤りである。

貯 金 利 息 と 税 金

問　9　貯金利息と税金について，正しいもの

を 1つ選びなさい。

⑴　2015（平成 27）年 4 月 1 日現在，貯金の

利息には，原則として国税，地方税合わせ

て 15.315% の税金が課されている。

⑵　納税準備貯金は個人，法人を問わず利用
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でき，租税の納付目的で払い出した場合，

利息には課税されない。

⑶　国内に住所のある個人で，障害者等に該

当する人は，所定の手続をとることによっ

て，元本 700 万円までの貯金利息が非課税

となる。

⑷　個人，法人を問わず，貯金利息に対する

税金は源泉徴収の対象であり，また，とも

に源泉分離課税のため確定申告する必要は

ない。

	 正解率　57％

正解　⑵	

　解　説

⑴　国税たる所得税及び復興特別所得税

が 15.315%，地方税たる住民税が 5%，

合計で 20.315% の税金が課されている。

したがって，⑴は誤りである。

⑵　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑶　700 万円ではなく，350 万円の限度

額である。したがって，⑶は誤りである。

⑷　法人は総合課税扱いである。したがっ

て，⑷は誤りである。

JAバンク・セーフティネット

問　10　JAバンク・セーフティネットについ

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　貯金保険制度によって全額が保護される

決済用貯金の要件は「無利息」，「要求払い」，

「決済サービスの提供」の 3 つである。

⑵　「農業協同組合及び農業協同組合連合会の

信用事業に関する命令」は，JA が取り扱う

貯金等のうち JA バンク支援基金の対象と

なるものについて明示しなければならない

と定めている。

⑶　破綻未然防止システムは，JA バンクの健

全性を確保し，JA 等の経営破綻を未然に防

止するための JA バンク独自の制度である。

⑷　利息のつく普通貯金，貯蓄貯金，定期貯

金は貯金者一人あたり合算して 1,000 万円

までの元本とその利息等が貯金保険制度に

よって保護される。

	 正解率　40％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　「農業協同組合及び農業協同組合連合

会の信用事業に関する命令」11 条にお

いて，貯金保険制度の対象であるもの

を明示しなければならないとしている。

したがって，⑵が誤りであり，これが

本問の正解である。

⑶　記述の通り正しい。JA バンク「破綻

未然防止システム」は JA バンク独自

の取組みであり，全国の JA バンクの

拠出にかかる「JA バンク支援基金」等

の活用によって，個々の JA の経営健

全性を維持するために必要な資本注入

などの支援を行う。

⑷　記述の通り正しい。

貯 金 の 相 続

問　11　貯金の相続について述べた次の a～

d のうち，正しいものはいくつあるか，⑴～

⑷の中から 1つ選びなさい。

ａ．X が死亡し相続財産は 1,200 万円の貯金

のみ，法定相続人は A（X の配偶者），B（X

の弟），C（X の妹）の 3 人である場合，C
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の法定相続分は 150 万円である。

ｂ．相続の申出があったときは，相続手続依

頼書に相続人代表者の署名と実印の押印を

受け，同時に印鑑登録証明書の提出を受け

る。

ｃ．民法上，相続人が数人の場合，相続財産

はその共有に属するとされる。

ｄ．被相続人の遺族が配偶者・子・父母のみ

である場合，配偶者は常に法定相続人であ

り，法定相続の第 1 順位は子，第 2 順位は

父母である。

⑴　1 つ　　⑵ 2 つ　　⑶ 3 つ　　⑷ 4 つ

	 正解率　57％

正解　⑵	

　解　説

ａ．記述の通り正しい。法定相続人が配

偶者と兄弟姉妹の場合の法定相続分は，

前者が3/4，後者が1/4である。したがっ

て，C の法定相続分は 150 万円（＝ 1,200

万円× 1/4 × 1/2）である。

ｂ．相続手続依頼書には，原則，相続人

全員の署名と実印の押印を受ける。ま

た，同時に印鑑登録証明書の提出を受

ける。b は誤りである。

ｃ．記述の通り正しい。民法上，相続人

が数人あるときは，相続財産はその共

有に属するとされる（民法 898 条）。

ｄ．本問のケースでは，父母は法定相続

人とはならない。d は誤りである。

　　したがって，a，c が正しく，⑵が正

解である。

手形・小切手の取扱い

問　12　手形・小切手の取扱いについて，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　手形で受取人の記載のないものが呈示さ

れた。当座勘定規定上はその都度，当座勘

定取引先に連絡することなく，その手形を

当座勘定から引き落とすことができる。

⑵　支払呈示期間が経過した小切手が支払い

のため呈示された。当座勘定規定上は振出

人から特に申出がない限り支払うことがで

きる。

⑶　為替手形の支払期日は手形要件の一つで

あるが，この記載のないものは，手形法上

は一覧払とみなされる。

⑷　手形金額欄記載の金額と復記された金額

が異なった。当座勘定規定上は，その都度，

当座勘定取引先に連絡の上，取り扱う必要

がある。

	 正解率　43％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。後日，所持人に

手形要件を補充させる目的で，振出の

際，振出日や受取人名などの要件を満

たさずに，振出人が署名（記名捺印）

して振り出した手形を白地手形という

が，振出日や受取人名の記載のない手

形については，その都度取引先に連絡

することなく，その手形を当座勘定か

ら引き落とすことができる。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　記述の通り正しい。手形法2条，76条。

⑷　当座勘定規定では，復記のいかんに

かかわらず，所定の手形金額欄記載の

金額によって取り扱うとしている。し

たがって，⑷が誤りであり，これが本

問の正解である。
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手 形 交 換 ， 不 渡

問　13　手形交換，不渡について，正しいも

のを 1つ選びなさい。

⑴　不渡手形を持出金融機関に返還し，その

代わり金を受取ることができる時限（不渡

返還時限）は，日本銀行の定める統一規則

による。

⑵　「裏書不備」は，「第 2 号不渡事由」であり，

不渡届については，持帰金融機関および持

出金融機関双方から手形交換所へ提出する。

⑶　取引停止処分の対象者に対して制限され

る金融機関取引は，当座勘定取引および貸

出取引であるが，債権保全のための貸出取

引は除かれる。

⑷　「債務不履行」は「0 号不渡事由」であり，

不渡届の提出は不要である。

	 正解率　29％

正解　⑶	

　解　説

⑴　不渡返還時限は，金融機関の店舗が

所属する手形交換所の定める規則によ

る。日本銀行の定める統一規則はない。

したがって，⑴は誤りである。

⑵　裏書不備は「0 号不渡事由」である。

「0 号不渡事由」は適法でない呈示を理

由とするもので，形式不備，裏書不備，

依頼返却などが該当する。不渡届の提

出を必要とせず，また，取引停止処分

の対象にはならない。したがって，⑵

は誤りである。

⑶　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。取引停止処分日から起算し

て 2 年間，当座勘定および貸出の取引

をすることはできないが，債権保全の

ための貸出はこの限りでない。

⑷　債務不履行は「第 2 号不渡事由」で

あり，不渡届の提出が必要である。し

たがって，⑷は誤りである。「第 2 号不

渡事由」は「0 号不渡事由」と「第 1

号不渡事由」（資金不足，取引なし）以

外の全ての事由が該当する。

J A の 融 資 業 務

問　14　JAの融資業務について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　融資の 5 原則とは，一般的に，安全性の

原則，流動性の原則，成長性の原則，収益

性の原則，公共性の原則の 5 つをいう。

⑵　借入申込人（X）と金融機関との間に融

資契約に関する意思の合致があれば，X が

融資金を実際に受領していなくても，金銭

消費貸借契約は有効に成立する。

⑶　JA は農林漁業の育成の観点から，政府と

一体となって，政策融資制度を行っており，

JA 融資の重要な部分を占めている。

⑷　農協法において，貯金又は定期積金の受

入れの事業を行う組合は，組合員のために

「手形の割引」と「債務の保証又は手形の引

受」を行うことができると定められている。

	 正解率　82％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。①「安全性の原

則」とは，貸出した資金を確実に回収

するため，返済能力・資金使途などを

調査分析し必要に応じて担保や保証を

徴求すること，②「流動性の原則」と

は，貸出金を固定化させず，期限には
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回収することで流動性を保つこと，③

「成長性の原則」とは，貸出先の成長を

通じて地域経済に貢献することができ

るため，成長性の高い先への貸出を心

がけること，④「収益性の原則」とは，

貸出リスクに見合った適正な収益を確

保すること，⑤「公共性の原則」とは，

金融機関の公共性に照らして，社会の

発展や個人の消費生活の充実に寄与す

ること，をいう。

⑵　金銭消費貸借契約は要物契約であり，

X が借入金を受領しなければ，契約は

成立しない。したがって，⑵は誤りで

あり，これが本問の正解である。要物

契約とは，当事者の意思の合致だけで

なく，物の受渡しが要件となっている

契約をいう。一方，当事者の意思の合

致だけで成立する通常の契約は「諾成

契約」と呼ばれる。

⑶　記述の通り正しい。JA は，農林漁業

資金や農業近代化資金など政府と一体

となった政策融資を行っており，JA 融

資の重要な部分を占めている。

⑷　記述の通り正しい。農協法 10 条。

融 資 取 引

問　15　融資取引について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　農協取引約定書によれば，割り引いた手

形が資金不足で不渡となった場合，JA は

当該手形の買戻しを割引依頼人に請求でき

る。

⑵　証書貸付における返済方法のうち，元利

均等返済とは元金と利息を合わせた毎月の

返済金額を一定金額とするものである。

⑶　JA 住宅ローンは，原則として組合員のみ

が利用できる JA 統一ローンの一つであり，

原則，農業信用基金協会が保証するが，別

途保証人も必要である。

⑷　手形貸付で振り出された約束手形に記載

された振出人，手形金額，支払期日はそれ

ぞれ証書貸付における借入人，借入金額，

返済期日に該当する。

	 正解率　79％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。買戻請求権は，

割引手形が不渡になった場合だけでな

く，割引依頼人の信用状態が悪化した

場合などにも行使できる旨が約定書等

に定められている。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　原則，保証人は不要である。したがっ

て，⑶が誤りであり，これが本問の正

解である。

⑷　記述の通り正しい。

担 保

問　16　担保について，誤っているものを	

1 つ選びなさい。

⑴　普通抵当権は，質権と同様に担保物件を

設定者が引き続き占有し利用させながら，

債務が弁済されない場合に，その担保物件

の売却代金から優先弁済を受ける権利であ

る。

⑵　根抵当権は，法定の元本確定事由が生ず

ることによって，被担保債権が特定した状

態となり，その後の融資によって生じた債

権は，当該根抵当権では担保されない。
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⑶　譲渡担保は判例によって認められた制度

で，所有権の移転が可能であれば目的物に

制限はない。

⑷　根抵当権の被担保債権の範囲の変更は，

元本確定後は行うことができない。

	 正解率　14％

正解　⑴	

　解　説

⑴　抵当権は，目的物（担保物件）の引

渡を行わなくても担保権としての効力

が生ずる担保で，債務者が担保権設定

者であれば，債務者自身が現状のまま

使用でき，一方，債権者である金融機

関には，担保物件を保管する煩わしさ

がない。また，債務が弁済されないと，

担保物件の売却代金から優先弁済を受

けることができる。これに対して質権

の設定は，債権者にその目的物を引き

渡すことによってその効力を生じ，質

権者は，その債権の担保として債務者

から受け取った物を占有し，かつ，そ

の物についての優先弁済権を持つ。し

たがって，⑴が誤りであり，これが本

問の正解である。

⑵　記述の通り正しい。元本の確定事由

としては，確定期日の到来，債務者・

根抵当権設定者の破産手続開始などが

民法において法定されている（民法

398条の 6 以下）。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。根抵当権の被担

保債権の範囲の変更は，元本確定前は

行うことができるが，確定後はできな

い。

保 証

問　17　保証人について，正しいものを 1つ

選びなさい。

⑴　民法上，「貸金等根保証契約」とは，主た

る債務の範囲に貸金等債務が含まれるもの

で，個人，法人が保証人となる根保証契約

である。

⑵　連帯保証人には「催告の抗弁権」と「検

索の抗弁権」は認められないが，連帯保証

人が複数人いる場合は「分別の利益」が認

められる。

⑶　個人，法人を問わず，保証契約はすべて

書面またはその内容を記録した電磁的記録

によらなければ効力を生じない。

⑷　民法上，「貸金等根保証契約」は極度額お

よび元本確定期日を定めなければ効力を生

じない。

	 正解率　24％

正解　⑶	

　解　説

⑴　民法上，貸金等根保証契約は個人が

保証人となる保証契約を対象とする。

したがって，⑴は誤りである。

⑵　連帯保証人には「分別の利益」も認

められない。したがって，⑵は誤りで

ある。「分別の利益」とは，各保証人が

頭割りで分割された金額についてのみ，

保証債務を負担するという利益をいう。

単純保証の場合にはこの利益が認めら

れるが，連帯保証人にはこの利益は認

められず，各自が全額に対して責任を

負う。なお，「催告の抗弁権」とは債権

者が保証人に債権を請求した場合，保

証人はまず主債務者に催告せよと要求
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することができる権利をいう。また，

「検索の抗弁権」とは，保証人が主債務

者の弁済能力とその執行容易性を証明

すれば，まず主債務者の財産に強制執

行をするように要求できる権利をいう。

連帯保証人には「催告の抗弁権」も「検

索の抗弁権」も認められない。

⑶　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。従来，保証契約は，諾成・

不要式の契約とされていたが，契約締

結の厳正化を図る見地から改正された。

⑷　貸金等根保証契約は，極度額を定め

なければその効力を生じないとされる

が，元本確定期日の定めは効力発生要

件ではない。したがって，⑷は誤りで

ある。極度額は，主たる債務の元本，

主たる債務に関する利息，違約金，損

害賠償その他その債務に従たるすべて

のもの及びその保証債務について約定

された違約金又は損害賠償の額につい

ての限度額である。なお，元本確定期

日の定めがない場合は，貸金等根保証

契約の締結日から 3 年を経過する日が

元本確定期日となる（民法 465 条の 3

第 2 項）。

借 入 申 込

問　18　借入申込等について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　個人の借入申込に対して，その申込を謝

絶する場合は，速やかに借入申込者本人に

連絡しなければならならない。

⑵　貸出稟議書の融資条件は当該箇所に担当

者印を押印して訂正することができるが，

許容されるのは真にやむを得ない場合に限

られる。

⑶　借入資格の調査にあたっては，権利能力，

行為能力だけでなく，法令，定款上融資で

きる相手か，また，融資要綱所定の相手か

の調査も行わなければならない。

⑷　借入申込者が個人の場合，他の金融機関

からの借入状況を個人信用情報機関に照会

するには，事前に借入申込者の同意を得な

ければならない。

	 正解率　89％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　貸出稟議書の融資条件の訂正は避け

るべきであるが，やむを得ず訂正した

場合は，訂正事項に関して権限者の承

認印を受ける必要がある。したがって，

⑵が誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。

貸 出 実 行

問　19　貸出実行時の留意点について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　農協取引約定書の適用範囲は，手形貸付

をはじめとする JA の与信取引その他 JA が

利用者に対し債権を有することとなるいっ

さいの取引に及ぶ。

⑵　貸出を実行する際に徴求する契約書類に

ついては，債権書類目録に記録して，専用

ファイルに同封し，金庫室など所定の保管

場所に保管する。

⑶　契約書類に押印する実印照合のために印
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鑑登録証明書の提出を受けても，原則とし

て金融機関職員の面前で契約者本人から署

名押印を受けなければならない。

⑷　融資契約相手方の契約内容の説明は，約

定書の文面通りに行うことが重要で，相手

方の知識，経験及び財産の状況によって差

異を設けてはならない。

	 正解率　54％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。農協取引約定書

は与信取引その他債権関係取引に関す

る一般共通約定書としての性格を持つ。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　記述の通り正しい。融資契約も当然，

金融機関職員の面前で債務者本人が自

署捺印した契約書を受け入れる必要が

あるが，保証契約は，情誼的な理由で

安易に契約されることが多いため，後

日，様々なトラブルに発展する可能性

が高いことから，保証約定書について

も同様の取扱いを行う。その際，同時

に保証意思を確認する。

⑷　約定書の字面だけを追う対応は許さ

れず，契約相手方の知識，経験及び財

産の状況に応じたわかりやすい説明を

しなければならない。したがって，⑷

が誤りであり，これが本問の正解であ

る。「農業協同組合及び農業協同組合連

合会の信用事業に関する命令」におい

て，JA は，信用事業の内容及び方法に

応じ，利用者の知識，経験，財産の状

況及び取引を行う目的を踏まえた重要

な事項の利用者に対する説明その他の

健全かつ適切な業務の運営を確保する

ための措置に関する内部規則等を定め

るとともに，職員に対する研修その他

の当該内部規則等に基づいて業務が運

営されるための十分な体制を整備しな

ければならない，とされている。

貸出の事後管理と回収

問　20　貸出の事後管理・回収について，正

しいものを 1つ選びなさい。

⑴　時効の進行を中断させる手段は，「請求」，

「差押」，「仮差押」，「仮処分」の 4 事由である。

⑵　一般の金銭消費貸借上の債権の消滅時効

期間は 5 年であり，そのうち商行為によっ

て生じた債権の消滅時効期間は 3 年である。

⑶　農協取引約定書に定められている債務者

の「期限の利益」喪失事由は，民法に定め

られた事由に限られている。

⑷　延滞案件に対して期日後に入金があった

場合，入金額が遅延損害金および元利合計

の合算額に不足するときは，原則として，

遅延損害金，利息，元金の順序で充当する。

	 正解率　88％

正解　⑷	

　解　説

⑴　「承認」も時効の中断事由である。し

たがって，⑴は誤りである。「承認」と

は，時効の利益を受ける債務者が，債

権者である JA に対して債務の存在を

認めることいい，一部弁済や利息支払

についても債務を認めたことになる。

⑵　前者は 10 年，商行為によって生じた

債権の消滅時効期間は 5 年である。し

たがって，⑵は誤りである。

⑶　民法では，債務者が期限の利益を主
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張できない事由として，①債務者の破

産手続開始決定，②債務者による担保

の滅失，損傷，減少行為，③債務者の

担保提供義務違反，の 3 つをあげてい

る。しかし，実務としては，この規定

だけでは，不十分であり，農協取引約

定書に「期限の利益喪失」条項を設け，

民事再生手続開始，会社更生手続開始，

取引停止処分はじめ債務の弁済に支障

をきたす事由を広範囲に定めて，民法

上の規定事由以外の事由が生じた場合

でも，期限の利益を失うことがあるこ

とを明確にしている。したがって，⑶

は誤りである。

⑷　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。民法 491 条。

　時効完成後の債務は自然債務となると

の考え方が通説・判例であり，時効が

成立しても，JA は権利を失うわけでは

ない。たとえば，時効完成後に債務者

が時効を援用したため，回収が見込め

ないとして，当該債権を直接償却した

としても，当該貸出債権が消滅したわ

けではなく，その後，債務者から弁済

の申し出があれば，JA はこれを受ける

権利があり，償却済債権の取立益を計

上することになる。

為 替 取 引

問　21　為替取引について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　JA，漁協，水加協，信連，信漁連，農林

中金の系統金融機関相互間の為替取引は系

統為替と呼ばれ，本来は他行為替に分類で

きる。

⑵　依頼人と仕向金融機関との間には，民法

上の委任契約が成立し，為替取引を行う仕

向金融機関は善管注意義務を果たす必要が

ある。

⑶　振込依頼人からの振込の取消（組戻）の

場合には，受取人の了解なく入金を取消す

ことができる。

⑷　被仕向金融機関と受取人は為替取引契約

上の法的関係にはなく，事務処理は貯金契

約に基づいて行われる。

	 正解率　79％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　仕向金融機関からの振込通知の取消

依頼原因が振込依頼人による振込の取

消（組戻）の場合，受取人の了解なく

入金を取消すことはできず，受取人の

同意が必要である。したがって，⑶が

誤りであり，これが本問の正解である。

⑷　記述の通り正しい。

代 金 取 立

問　22　代金取立について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　個別取立の場合，受託店は対象物件 1 件

ごとに入金報告または不渡通知を委託店あ

てに発信する。

⑵　代金取立とは，顧客から受け入れた証券

類で直ちに貯金口座に入金できる場合に，

取立依頼を受けてその証券類の支払人から

代金を取り立てることをいう。

⑶　依頼人から取立を依頼された委託金融機
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関は，手形等を受託金融機関へ送付する際，

実務上は「金融機関相互間取立委任印」が

利用される。

⑷　集中取立においては，期日に入金報告が

来なくても，委託店で取立依頼人の口座に

入金記帳する。

	 正解率　31％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　代金取立とは，手形・小切手などの

金銭債権を支払人に支払請求し，代金

を取り立てる事務である。代金取立の

対象は，支払場所が遠隔地であったり，

支払期日までには相当な期間がある等

の理由により，貯金口座に直ちに入金

できない証券類である。手形交換にた

だちに持出せるものについては，貯金

口座に直接入金できる。したがって，

⑵は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑶　記述の通り正しい。依頼人から取立

を依頼された委託金融機関は，手形等

を受託金融機関へ送付する際，「取立委

任裏書」をする。これによって，受託

金融機関は取立事務の権限を得るが，

実務上は取立委任裏書にかえて「金融

機関相互間取立委任印」が利用される。

⑷　記述の通り正しい。

決 済 業 務 サ ー ビ ス

問　23　決済業務サービスについて述べた次

の a～ dのうち，誤っているものはいくつあ

るか，⑴～⑷の中から 1つ選びなさい。

ａ．金融機関がクレジットカード発行会社と

提携して，顧客に積極的にカード保有を勧

める背景には，キャッシュフローの取り込

みによる家計のメイン化があげられる。

ｂ．JA ネットバンクの利用者は，インターネッ

トに接続のパソコン，スマートフォン，携

帯電話から，窓口や ATM で提供されてい

る各種サービスを利用することができる。

ｃ．日本銀行の代理店のうち，歳入代理店と

歳入復代理店は，国の官庁と取引を行い，

国庫金の受払や国債の元利金の支払いなど

広範な事務を取り扱うことができる。

ｄ．デビット・カードサービスはキャッシュ

カードをそのまま使って一定の貸越限度の

範囲内で加盟店において買い物ができる

サービスであるが，一日の利用限度額が設

けられている場合もある。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

	 正解率　41％

正解　⑵	

　解　説

ａ．記述の通り正しい。顧客のクレジッ

トカード会社への支払は，貯金口座か

らの引き落としによって行われるため，

事前の口座への入金などを促し，キャッ

シュフローの取り込みが図られること

になる。

ｂ．記述の通り正しい。

ｃ．記述は，一般代理店の説明であり，c

は誤りである。一般代理店は歳入金の

収納に加え，歳出金の取扱い等の事務

を行い，日本銀行の支店におけるもの
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とほぼ同様である。歳入代理店は，国

庫金の受入のみを専門に取扱う代理店

である。歳入復代理店は歳入代理店か

ら歳入金の受入事務を委託されている

店舗である。

ｄ．デビット・カードサービスは，貯金

残高の範囲内での利用が可能である。d

は誤りである。

　　したがって，c，d が誤りで，⑵が正

解である。

有 価 証 券 と 資 産 運 用

問　24　有価証券と資産運用について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　ある一定期間毎に一定数量を買付ける投

資方法は，結果として平均買付け価格を下

げる効果が期待できる。

⑵　資産運用にあたっては，考慮すべきリス

クは，一般に価格変動リスク，金利変動リ

スク，為替変動リスク，信用リスクの 4 つ

である。

⑶　割引債は，額面より低い価格で発行され，

満期償還時に額面額で償還されるので，発

行価格と額面の差額が利息に相当する。

⑷　転換社債は，当初，社債として発行され，

発行後一定期間中に保有者が希望に応じて，

決められた条件で株式に換えられる「株式

への転換権」付き社債である。

	 正解率　52％

正解　⑴	

　解　説

⑴　平均買付け価格を下げる効果が期待

できる投資方法のひとつに「ドルコス

ト平均法」がある。これは，一定期間

毎に一定金額で買付ける方法であって，

全体の平均購入単価を平準化させる効

果が期待できる。設問にある「一定期

間毎に一定数量」ではない。したがって，

⑴は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。

証券投資信託と N I S A

問　25　証券投資信託と少額投資非課税制度

（NISA）について，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　日本国内に居住している者は少額投資非

課税制度（NISA）を利用できるが，非課税

口座を開設しようとする年の 1 月 1 日にお

いて 20 歳以上という年齢制限がある。

⑵　オープンエンド型投資信託とは，発行証

券（受益証券など）の解約が可能な投資信

託であり，解約できないものをクローズド

エンド型投資信託という。

⑶　少額投資非課税制度（NISA）における非

課税期間は最長 5 年間である。

⑷　投資信託において JA バンクは投資信託

の信託財産を運用する機関として，「委託者」

の役割を担っている。

	 正解率　30％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。なお，2016 年か

らは 20 歳未満を対象にした「ジュニア

NISA」も始まる。

⑵　記述の通り正しい。
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⑶　記述の通り正しい。

⑷　JA バンクは，販売会社としての役割

を持つ。したがって，⑷が誤りで，こ

れが本問の正解である。販売会社は，

顧客（投資家）ごとに口座を管理し，

投資信託の販売や換金，分配金・償還

金の支払い等を行う。また，顧客の直

接的な窓口となる。投資信託運用会社

は投資信託を組成・設定し，投資家か

ら集めた資金を運用し，「委託者」と呼

ばれる。信託銀行は運用会社からの運

用の指図に従って，株式や債券などの

売買や管理を行う。信託銀行は「受託者」

と呼ばれる。

営 業 店 管 理

農協法に定める JA の規制

問　26　農業協同組合法及び関連法令につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　組合員の貯金又は定期積金の受入れの事

業を行う JA が信用事業に係る経理から信

用事業以外の事業に係る経理へ運用する資

金の額は，その自己資本の額を超えてはな

らない。

⑵　組合員の貯金又は定期積金の受入れを行

う JA は，信用事業に関して，利用者に対し，

JA としての取引上の優越的地位を不当に利

用して取引条件について不利益を与えては

ならない。

⑶　組合員の貯金又は定期積金の受入れの事

業を行う JA がその余裕金を運用する場合，

証券投資信託の取得は一切認められてない。

⑷　組合員の貯金又は定期積金の受入れを行

う JA は事業年度ごとに，業務及び財産の

状況に関する一定の説明書類を作成し，事

務所に備え置き，公衆の縦覧に供する必要

がある。

	 正解率　87％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。農業協同組合法

施行令 3 条の 3。

⑵　記述の通り正しい。農業協同組合法

11 条の 2 の 3。農業協同組合及び農業

協同組合連合会の信用事業に関する命

令 10 条の 3。

⑶　主務大臣の指定する一定の証券投資

信託の取得が認められている。農業協

同組合法施行令 3 条の 5。したがって，

⑶は誤りで，これが本問の正解である。

⑷　記述の通り正しい。農業協同組合法

54 条の 3。

顧 客 へ の 説 明 責 任

問　27　顧客への説明責任について，誤って

いるものを 1つ選びなさい。

⑴　投資信託について高利の運用利回りのみ

を強調し元本割れのリスクがあることを説

明しないケースは，消費者契約法上，取消

の対象とされる。

⑵　農業協同組合上，JA はその信用事業に係

る重要な事項を利用者へ説明する義務があ

る。

⑶　金融機関が重要事項を説明しなかったこ

とによって顧客に損害が発生した場合，金

融商品販売法上の損害賠償責任を金融機関
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に追及するためには，顧客が損害発生の因

果関係を立証しなければならない。

⑷　金融商品販売法の規制対象には，価格変

動リスクのない貯金や定期積金も含まれる。

	 正解率　68％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。顧客に不利益に

なることを故意に告げず，その事実が

存在しないと誤認させる行為であり，

消費者契約法上，取消の対象である。

⑵　記述の通り正しい。農業協同組合法

11 条の 3。

⑶　金融商品販売法上，顧客に立証責任

はなく，顧客に損害が発生した場合の

損害賠償額は元本欠損額と推定してい

る（同法 5 条，6 条）。したがって，⑶

が誤りで，これが本問の正解である。

⑷　記述の通り正しい。金融商品販売法

2 条。

犯 罪 収 益 移 転 防 止 法

問　28　犯罪収益移転防止法及び関連法令に

ついて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　法令上，「疑わしい取引の届出」を行おう

とすること，又は行ったことを取引の相手

方や関係者に漏らしてはならないことが明

確化されている。

⑵　法人の場合の取引時確認の内容は，本人

特定事項と事業の内容および実質的支配者

の有無，実質的支配者がいる場合はその者

の本人特定事項の確認を行うことである。

⑶　金融機関が新規の普通貯金口座の開設を

受付け，取引時確認を行った場合には，直

ちに確認記録を作成し，口座閉鎖時から 7

年間の保存義務がある。

⑷　「資産及び収入の状況」の確認は，取引時

確認に係る事項を偽っている疑いがある顧

客取引が 200 万円を超える財産の移転を伴

うものである場合に行う必要がある。

	 正解率　32％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　「取引を行う目的」も確認項目である。

したがって，⑵が誤りで，これが本問

の正解である。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。いわゆるハイリ

スク取引で 200 万円を超える財産の移

転を伴うものである場合には「資産及

び収入の状況」の確認を行う必要があ

る。

個 人 情 報 保 護

問　29　個人情報保護について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　本籍地は機微（センシティブ）情報の一

つであり，一定の場合を除いて，その取得，

利用又は第三者提供を行うことはできない。

⑵　金融機関は個人情報がどのような事業の

用に供され，どのような目的で利用される

のか利用目的を特定しなければならない。

⑶　金融機関は，所得税法に基づいて税務当

局が行う質問検査に応じるため，あらかじ

め本人の同意を得なくても，個人情報を利

用目的を超えて取り扱うことができる。

⑷　個人情報の漏えいは，当該個人に対する
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プライバシー権の侵害によって個人情報保

護法に規定された損害賠償責任を負うこと

がある。

	 正解率　18％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。金融分野におけ

る個人情報保護に関するガイドライン

（以下「ガイドライン」という）6 条。

⑵　記述の通り正しい。ガイドライン 3

条。

⑶　記述の通り正しい。金融機関の取得

する個人情報の利用目的による制限に

関して，ガイドライン 5 条は，本人の

同意を得ずに，利用目的を超えて個人

情報を取り扱うことができる場合とし

て次の 4 つをあげている。すなわち，

①法令に基づく場合，②人の生命，身

体又は財産の保護のために必要がある

場合であって，本人の同意を得ること

が困難であるとき，③公衆衛生の向上

又は児童の健全な育成の推進のために

特に必要がある場合であって，本人の

同意を得ることが困難であるとき，④

国の機関若しくは地方公共団体又はそ

の委託を受けた者が法令の定める事務

を遂行することに対して協力する必要

がある場合であって，本人の同意を得

ることにより当該事務の遂行に支障を

及ぼすおそれがあるとき，の 4 つであ

り，税務当局が行う質問検査は，法令

に基づく場合に該当する。

⑷　個人情報保護法上，損害賠償責任は

規定されていない。したがって，⑷は

誤りであり，これが本問の正解である。

金融機関には，金融取引上の信義則上

の守秘義務が課されており，これに違

反して顧客に損害を与えた場合は，民

法上の債務不履行または不法行為によ

る損害賠償責任を負うことになり，さ

らに，プライバシーの侵害による不法

行為責任も問題となる。

アームズ・レングス・ルール

問　30　JAにかかるアームズ・レングス・ルー

ル及び利益相反防止体制について，農協法お

よび関連法令に照らして誤っているものを	

1 つ選びなさい。

⑴　農協法に規定される JA が管理すべき「利

益相反取引又は行為」とは，「当該 JA 自体

及び利用者又は顧客の利益が不当に害され

る」行為とされる。

⑵　農林水産省令で定める「やむを得ない理

由」がある場合で，行政庁の承認を受けた

ときは，アームズ・レングス・ルールの適

用除外となる。

⑶　利益相反取引又は行為を防止するため，

JA は，信用事業関連業務に関する適正な情

報の管理と業務の実施状況を適切に監視す

るための体制を整備しなければならない。

⑷　アームズ・レングス・ルールによって規

制される取引・行為には，JA に不利益を与

える取引だけでなく，逆に不当に利益を与

える条件での取引も対象となる。

	 正解率　53％

正解　⑴	

　解　説

⑴　「利用者又は顧客の利益が不当に害さ

れる」行為とされる。農協法 11 条の
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5 の 2。したがって，⑴が誤りであり，

これが本問の正解である。

⑵　記述の通り正しい。農協法 11 条の 5。

⑶　記述の通り正しい。農協法 11 条の 5

の 2。

⑷　記述の通り正しい。農協法 11 条の 5。

イ ン サ イ ダ ー 取 引

問　31　インサイダー取引関連法令に照らし

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　法人の従業員が，その法人の業務に関し

てインサイダー取引を行った場合，その違

反者だけでなく，その法人に対しても罰金

刑が科される。

⑵　会社関係者でなくなってから 3 年を過ぎ

た者はインサイダー取引規制の対象外であ

る。

⑶　法令上，インサイダー情報とは重要事実

とされ，「決定事実」，「決算情報（業績変動）」，

「その他投資判断に著しい影響を及ぼす重要

な事実」の 3 つに分類される。

⑷　会社関係者から直接情報を受領した者も

インサイダー取引規制の対象である。

	 正解率　25％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。法人の場合は両

罰規定によって，5 億円以下の罰金に

処せられる。

⑵　記述の通り正しい。会社関係者でな

くなってから 1 年以内の者がインサイ

ダー取引規制の対象である。

⑶　「発生事実」も含め，4 つに分類され

る。したがって，⑶が誤りであり，こ

れが本問の正解である。「発生事実」と

は，災害・業務に起因する損害，訴え

の提起など，会社に損害が生ずるなど

の影響が大きい事実が発生したことを

指す。

⑷　記述の通り正しい。

導 入 貯 金

問　32　導入貯金について，正しいものを	

1 つ選びなさい。

⑴　貯金者以外の者が金融機関に導入貯金を

斡旋した場合，法令上は，貯金者が処罰対

象となり，斡旋者はその対象とならない。

⑵　法令の処罰対象となる導入貯金の成立に

は，貯金を受け入れた金融機関が，その貯

金を担保にとらないことが要件となってい

る。

⑶　導入貯金の払戻請求があった場合，導入

貯金は公序良俗違反として違法であるため，

金融機関はその払戻請求に応じる必要はな

い，とするのが最高裁の判断である。

⑷　導入貯金を受入れた金融機関の役職員は，

貯金者が融資を受けた者から金銭的な利益

を得ることを知らなかった場合，処罰され

ることはない。

	 正解率　52％

正解　⑵	

　解　説

⑴　斡旋者も処罰対象となる。⑴は誤り

である。導入貯金は「預金等に係る不

当契約の取締に関する法律」によって

禁止されており，導入貯金をした者，

斡旋をした者，金融機関の役職員など

すべてが処罰される。いずれも 3 年以
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下の懲役若しくは 30 万円以下の罰金に

処し，又はこれらが併科される。同法

2 条，4 条。

⑵　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。同法 2 条。

⑶　金融機関は払戻請求に応じなければ

ならない，とするのが最高裁の判断で

ある。したがって，⑶は誤りである。

⑷　知らなかったことについて過失があ

るにとどまるときは，情状によりそ

の刑を免除することができるとされ

る。同法 5 条。したがって，⑷は誤り

である。

預貯金者保護法、振り込め詐欺救済法

問　33　預貯金者保護法，振り込め詐欺救済

法について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　振り込め詐欺救済法は，預貯金口座へ

の振込みを利用して行われた犯罪行為の

被害者に対する財産的及び精神的被害の

迅速な回復に資することを目的としてい

る。

⑵　預貯金者保護法は，偽造・盗難カード及

びインターネットを利用した不正な払戻し

について，金融機関が原則として全額補償

することとして，預貯金者の保護を図って

いる。

⑶　振り込め詐欺救済法は，被害者が一定の

手続をとることによって，被害額の全額を

金融機関が補填するものである。

⑷　預貯金者保護法は，預貯金者に故意が

あった場合には，補てん請求が認められな

いが，補てん請求権がないことについては

金融機関が立証責任を負うことになってい

る。

	 正解率　43％

正解　⑷	

　解　説

⑴　財産的被害の迅速な回復等を目的と

しているが，精神的被害の補償は想定

していない。したがって，⑴は誤りで

ある。

⑵　インターネットによる不正な払戻し

は対象外である。したがって，⑵は誤

りである。

　　預貯金者保護法は，偽造・盗難カー

ドを利用した不正な払戻しに関し，一

定の範囲で預貯金者を保護するもので

ある。インターネットによる不正な払

戻し被害に対しては，各金融機関が，

預貯金者保護法の対応に準じて，貯金

規定などで被害補償を定めている。

⑶　振込先口座が凍結された時の残高が

上限となる。また，同一口座について

被害者が複数の場合は，それぞれの被

害額に応じて按分される。したがって，

⑶は誤りである。

⑷　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。金融機関側が預貯金者に故

意または重過失があったことを証明し

た場合は，金融機関の補てん責任は減

免される。

貸出金利に関する規制

問　34　貸出金利に関する規制について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　出資法の上限金利を超える割合による利

息の契約をしたときは，5 年以下の懲役ま

たは 1,000 万円以下の罰金，又はこれらが
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併科される。

⑵　利息制限法上，その上限金利を超える金

利での金銭消費貸借契約は違法であり，そ

の超過部分について取消対象としている。

⑶　出資法上，金銭の貸付けを行う者が業と

して金銭の貸付けを行う場合の上限金利は

年 20％である。

⑷　元本 300 万円の金銭消費貸借契約におい

て，貸出金利を年 15％，遅延損害金を年

20％とした。この契約は利息制限法上，許

容される。

	 正解率　39％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。出資法 5 条。

⑵　利息制限法上は上限金利を超える部

分は無効としている（同法 1 条）。した

がって，⑵は誤りであり，これが本問

の正解である。

⑶　記述の通り正しい。出資法 5 条。

⑷　記述の通り正しい。利息制限法 4 条。

JAの員外貸出と大口信用供与等規制

問　35　JAの員外貸出と大口信用供与規制に

ついて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　員外貸出の限度を超えて員外利用させた

場合，行政庁は当該 JA に対して必要措置

命令を発することがあり，また，役員も損

害賠償責任を追及されることがある。

⑵　員外者への貸出利用分量は，原則，一事

業年度における組合員の利用分量の 15% 以

内に制限されている。

⑶　同一人に対する信用供与等の額は，政令

で定める区分ごとに，その組合の貯金残高

に政令で定める率を乗じて得た額を超えて

はならない。

⑷　員外貸出の特例として，行政庁が特に指

定する JA については，組合員の利用分量

とは関係なく，貯金等の 25% 以内とされて

いる。

	 正解率　60％

正解　⑴	

　解　説

⑴　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑵　原則として組合員の利用分量の 25%

以内に制限されている。したがって，

⑵は誤りである。

⑶　政令で定める区分ごとに，その組合

の自己資本の額に政令で定める率を乗

じて得た額を超えてはならないとされ

る。したがって，⑶は誤りである。

⑷　貯金等の 15% 以内（農林中金と信連

が統合した県域の指定 JA および 1 県 1

指定 JA にあっては，貯金等の 20％以

内）とされる。したがって，⑷は誤り

である。

制 限 行 為 能 力 者 制 度

問　36　制限行為能力者について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　任意後見制度は，契約で定めた事務につ

いて家庭裁判所が選任する任意後見監督人

の監督のもと，任意後見人による保護を本

人が受けられるものである。

⑵　制限行為能力者が単独で行った法律行為

は，行為当時に意思能力があれば取り消す

ことはできない。
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⑶　法定後見制度は，「後見」「保佐」「補助」

の 3 つに分かれており，判断能力の程度な

ど本人の事情に応じた制度を利用すること

ができる。

⑷　任意後見契約は，公証人の作成する公正

証書によらなければならない。

	 正解率　69％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　行為当時の意思能力の有無に関係な

く，取り消すことができる。したがって，

⑵は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑶　記述の通り正しい。後見制度は，「精

神上の障害により事理を弁識する能力

を欠く常況にある者」が対象である。

また，保佐制度は，「精神上の障害によ

り事理を弁識する能力が著しく不十分

である者」を対象とし，補助制度は，「精

神上の障害により事理を弁識する能力

が不十分である者」を対象とする。

⑷　記述の通り正しい。任意後見制度は，

本人が十分な判断能力があるうちに，

将来，判断能力が不十分な状態になっ

た場合に備えて，任意後見の受任者に，

自分の生活や財産管理等に関する事務

について代理権を与える任意後見契約

を公正証書で結んでおくというもので

ある。

融資業務に関する法規制

問　37　融資業務に関する法規制などについ

て，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　出資法で禁止される浮貸し取引の対象は，

金銭の貸付け，金銭の貸借の媒介，債務の

保証の 3 つである。

⑵　顧客から個人的に接待の申し出があった

場合は，自己の責任においてその対応を判

断すればよく，特に上司と相談する必要は

ない。

⑶　十分な審査に基づかずに，個人的な情実

や義理にからんで行った融資については，

金融機関と融資先の間に法律上の債権・債

務関係は成立しない。

⑷　役職員が一時的な借入をする場合は，取

引先などの利害関係者からの借入は避け，

JA 内の同僚または JA 内の制度融資を利用

するようにするべきである。

	 正解率　83％

正解　⑴	

　解　説

⑴　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。出資法 3 条。

⑵　顧客からの接待の申し出は個人的な

ものであっても，それは担当者個人に

対して行われているのではなく，個人

を名目にして組織に対して行われてい

ることを認識しなければならない。安

易な対応は避けるべきであり上司と相

談したうえで対応しなければならない。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　十分な審査に基づかずに，個人的な

情実や義理にからんで行った情実融資

であっても，権限を持った役職員が正

規の手続きを経て行ったものである以

上は，JA と貸付先の間には債権・債務

関係が適法に成立している。したがっ

て，⑶は誤りである。
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⑷　人間関係の歪みが生じるおそれもあ

ることから，職場の同僚等からの借入

も避けるべきである。したがって⑷は

誤りである。借入が必要な場合は JA

内の制度融資などの利用を優先する。

リスク管理とコンプライアンス

コンプライアンスを踏まえた行動

問　38　コンプライアンス上の行動について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　普通貯金規定上，貯金者が反社会的勢力

に該当したことが判明した場合，JA は貯金

者に通知することにより当該口座を一方的

に解約することができる。

⑵　反社会的勢力による被害防止のためには，

組織として対応するだけでなく，警察，弁

護士会など外部専門機関との連携も重要で

ある。

⑶　顧客属性照会システムによる反社会的勢

力に該当するかの確認は，新規に取引を行

う際だけでなく，代表者変更の申出を受け

た場合にも行う必要がある。

⑷　農協取引約定書に導入されている新暴力

団排除条項では，債務者本人に限定して，

表明・確約の虚偽申告に該当した場合に期

限の利益を喪失するとしている。

	 正解率　64％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　債務者本人だけでなく，保証人もそ

の対象である。したがって，⑷が誤り

であり，これが本問の正解である。

男 女 雇 用 機 会 均 等 法

問　39　男女雇用機会均等法第 11 条（職場

における性的な言動に起因する問題に関する

雇用管理上の措置）について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　厚生労働大臣は，事業主に対して報告を

求め，助言，指導，勧告をすることができ，

勧告に従わなかった場合はその旨を公表す

ることができる。

⑵　事務所内で上司が労働者の腰，胸等に度々

触ったため，その労働者が苦痛に感じて仕

事が手につかなくなった。これは，「対価型

セクシュアルハラスメント」に分類される。

⑶　事業主は職場における性的な言動に起因

する問題に関し，労働者からの相談に応じ，

適切に対応するために雇用管理上必要な措

置を講じなければならない。

⑷　事業主は，セクシャルハラスメントがあっ

てはならない旨の方針を明確化し，管理・

監督者を含む労働者に周知徹底しなければ

ならない。

	 正解率　87％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の事例は「環境型セクシュアル

ハラスメント」に分類される。したがっ

て，⑵は誤りであり，これが本問の正

解である。「環境型セクシュアルハラス
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メント」とは，職場において行われる

労働者の意に反する性的な言動により

労働者の就業環境が不快なものとなっ

たため，能力の発揮に重大な悪影響が

生じる等その労働者が就業する上で看

過できない程度の支障が生じることで

ある。一方，「対価型セクシュアルハラ

スメント」とは，労働者の意に反する

性的な言動に対する労働者の対応（拒

否や抵抗等）により，その労働者が解

雇，降格，減給等（労働契約の更新拒否，

昇進・昇格の対象からの除外，客観的

に見て不利益な配置転換等）の不利益

を受けることをいう。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。

事務の基本原則と事務リスク

問　40　事務の基本原則と事務リスクについ

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　金融機関で発生するすべての取引は，顧

客から提出を受けた約定書，申込書等に基

づき伝票などによって記録され，システム

の会計帳簿に正確に保存されなければなら

ないが，これを記録主義の原則という。

⑵　系統金融機関に係る金融検査マニュアル

では，事務リスクとは「役職員が正確な事

務を怠る，あるいは事故・不正等を起こす

ことにより系統金融機関が損失を被るリス

ク」と定義している。

⑶　金融機関の事務処理は，必ずその処理担

当者一人ひとりが，事務処理をその都度確

認し，ルールを守った責任ある行動をとる

という検証主義の原則に則って行われる。

⑷　決済リスクは，事務処理上の制約などに

より資金を立替えることで発生する回収不

能リスクであり，時間の経過とともに変化

するため，常に最新の情報に基づいてリス

ク量を把握し，見直しを図る必要がある。

	 正解率　51％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　確認主義の原則の説明である。検証

主義の原則とは，担当者は責任を持っ

て事務処理する必要があるが，必ず処

理者以外の第三者（権限者）が精査・

再鑑しなければならない，とするもの

である。⑶は誤りであり，これが本問

の正解である。

⑷　記述の通り正しい。

自 己 資 本 比 率 規 制

問　41　自己資本比率規制について，正しい

ものを 1つ選びなさい。

⑴　JA の自己資本比率の基準は国内基準が適

用になるが，実質自己資本が 4 パーセント

を割り込むと経営管理の強化をはじめとし

た経営改善に取り組む必要があり，より一

層厳格な運用がなされている。

⑵　「最低所要自己資本比率規制」と「金融機

関の自己管理と監督上の検証」の 2 つの柱

を通じた新しい枠組みが新 BIS 規制（バー

ゼルⅡ）において採用された。

⑶　新 BIS 規制（バーゼルⅡ）におけるオペ

レーショナル・リスクとは「事務事故，シ

ステム障害，不正行為等で損失が生じるリ

スク」と定義される。
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⑷　新 BIS 規制（バーゼルⅡ）は，国内基準

行について，最低自己資本比率を従来のま

ま維持しつつ，規制上の自己資本を普通株

式・内部留保等を中心とした「コア資本」

と定義し，自己資本の質の向上を促すもの

である。

	 正解率　37％

正解　⑶	

　解　説

⑴　実質自己資本が 8 パーセントを割り

込むと経営管理の強化等の経営改善に

取り組む必要がある。したがって，⑴

は誤りである。新BIS規制（バーゼルⅡ）

による JA の自己資本比率は国内基準

が適用され 4％を下回ると金融当局が

早期是正措置を発動することになるが，

「JA バンク基本方針」による自主規制

において，実質自己資本が 8% 未満に

該当した場合は，その比率の程度によっ

てレベル 1 ～レベル 3 までの指定格付

が行われ，格付に応じた資金運用範囲

の制限ほか，経営管理の強化，増資・

内部留保積上げ等の自己資本増強など

の経営改善に取り組む必要がある。

⑵　「情報開示による市場規律」を加えた

3 つの柱である。したがって，⑵は誤

りである。

⑶　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑷　バーゼルⅢの記述である。したがっ

て，⑷は誤りである。バーゼルⅢは，

自己資本の質・量双方の改善を柱に自

己資本規制の抜本的な見直しを図るも

ので，2013 年 3 月末から，国際統一基

準行に段階的に適用されている。

金融検査マニュアルと事務リスク管理態勢

問　42　金融検査マニュアルと事務リスク管

理態勢について，誤っているものを 1つ選び

なさい。

⑴　「金融検査に関する基本指針」で示されて

いる「実効性の原則」には，金融機関自身

の経営改善に向けた取組みを促進するよう

に配慮し，金融機関との双方向の議論を重

視するという観点が含まれている。

⑵　「オペレーショナル・リスク管理態勢の確

認検査用チェックリスト」の内容は，事務

リスク管理について各金融機関が最低限実

施しておくべきものである。

⑶　金融検査は法令が求める金融機関の業務

の健全性，適切性の確保を目的に，各金融

機関の経営管理態勢をはじめとした各種管

理態勢の検証を行うものである。

⑷　「金融検査に関する基本指針」で示されて

いる「利用者視点の原則」とは，一般の利

用者及び国民経済の立場に立ち，その利益

の保護を第一の目的とするものである。

	 正解率　48％

正解　⑴	

　解　説

⑴　「補強性の原則」の内容である。した

がって，⑴は誤りであり，これが本問

の正解である。「補強性の原則」とは，

自己責任原則に基づく金融機関自身の

内部管理及び会計監査人等による厳正

な外部監査を前提としつつ，市場によ

る規律などを補強し，他方で，金融機

関との「双方向の議論」を重視する。「実

効性の原則」とは，検査等の指摘が金

融機関の適時・適切な経営改善につな
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がるように，監督上の措置をとる監督

部局との緊密な連携を図るとするもの

である。

⑵　記述の通り正しい。チェックリスト

を踏まえ，各金融機関は，規模・特性

等に応じて，自己責任原則による管理

体制の構築が求められる。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。なお，基本原則

には，この「利用者視点の原則」と前

述した「補強性の原則」，「実効性の原則」

以外にも「効率性の原則」と「プロセ

ス・チェックの原則」がある。「効率性

の原則」とは，金融機関の監査機能の

活用や検査・監督における関係部署と

十分な連携を行ないつつ，効率的に実

施するというものである。また，「プロ

セス・チェックの原則」とは，原則と

して，各金融機関の経営管理態勢，金

融円滑化管理態勢，各種リスク管理態

勢に関して，そのプロセス・チェック

に重点を置いた検証を行なうというも

のである

事務リスク管理における管理者の留意事項

問　43　事務リスク管理における管理者の留

意事項について，誤っているものを 1つ選び

なさい。

⑴　系統金融検査マニュアルの規定上，管理

者は，派遣職員については事故防止の観点

から，研修の実施を含んだ人事・労務管理

を行い，日常的なけん制機能が機能する態

勢をとる必要がある。

⑵　自店検査は，本部示達に基づいて期初に

検査計画を立て検査項目や実施者の分担を

決定し計画的に実施しなければならないが，

自店の事情によってまとめて実施するなど

流動的な運用も大切である。

⑶　系統金融検査マニュアルの規定上，管理

者は，最低限年一回一週間連続した期間，

管理者も含む職員が職場を離れる方策をと

らなければならない。

⑷　管理者は部下職員から諸問題やトラブル

の発生報告が全くなされないことをもって，

自店には事務リスク管理上の問題はないと

誤認してはならない。

	 正解率　94％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　まとめて実施したり，形式的に実施

することは全く意味がない。したがっ

て，⑵は誤りであり，これが本問の正

解である。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　記述の通り正しい。問題やトラブル

等の報告が何もないという状況は，実

際には考えにくい。問題やトラブル等

が生じているにもかかわらず，管理者

とのコミュニケーションが良くないが

ために報告がないということも考えら

れる。すみやかに報告がなされる態勢

を構築しなければならない。

事務ミス等発生時の留意事項

問　44　事務ミス・事故発生時の留意事項に

ついて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　事務ミスや事故が発生した場合，管理者

は発生の根本原因を把握し，担当者を含め
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て責任の所在を明確化する必要がある。

⑵　管理者としては，事務ミスや事故が発生

した場合に，まず真っ先に口頭で管理者に

内容が報告される体制を構築することが重

要である。

⑶　不祥事が発生した場合は，管理者が自ら

指揮をとり事実関係の掌握を図るとともに，

決められたルールに則って，本部関係セク

ションに報告しなければならない。

⑷　顧客との取引において現金の過不足が発

生し，その原因が判明した場合は原則とし

て担当者が顧客に連絡し，お詫びと事後の

対応の折衝を行わせる。

	 正解率　95％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。管理者はこれら

を踏まえて，事務ミスや事故が今後の

自店の事務水準の向上に資するよう再

発防止策を講じることが必要である。

⑵　記述の通り正しい。事務ミスや事故

が発生した場合一番重要なことは，ス

ピードのある正確な事実報告である。

事務ミスや事故は初動を間違えると第

二，第三の事故に波及する可能性があ

り，報告を受けたら管理者は事実関係

を明確にし，顧客関係で対処すべきも

のは早期に対処するなど解決に当たる。

⑶　記述の通り正しい。

⑷　現金過不足は重大な事故につながる

可能性がある。迅速な対応とともに，

原因が判明したら，原則として役席者

が対応する。したがって，⑷は誤りで

あり，これが本問の正解である。

重要物・書損書類の取扱い

問　45　重要物，書損書類の取扱いについて，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　損紙は，所定期間単位で管理した後，権

限者立会のもとで廃棄処理する。

⑵　現金，重要用紙（小出分），収入印紙，切

手は，毎日有高を点検しなければならない。

⑶　担当者は処理後書類および未処理書類を

受払いした後，必ず権限者印を受ける必要

がある。

⑷　公印の取扱責任者は押印の都度，管理簿

や稟議等によって押印事由を確認し処理す

る必要がある。

	 正解率　70％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。

⑶　処理後書類および未処理書類につい

ては，事務手続に定められた権限者の

承認を予め受けたうえで受払いしなけ

ればならない。事後ではない。したがっ

て，⑶は誤りであり，これが本問の正

解である。

⑷　記述の通り正しい。

異 例 処 理

問　46　異例処理について，正しいものを	

1 つ選びなさい。

⑴　便宜扱による支払は，その依頼者が公的

書類によって本人であることを確認できれ

ば，金融機関はその申出に応じなければな

らない。
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⑵　便宜扱による支払が手続通り処理されて

いた場合でも，その多発的，恒常的な取扱

いを放置することは，自店の事務リスク量

の増加に結びつく。

⑶　便宜扱による支払は，顧客の突発的な事

情に対し緊急に応じるものではなく，あく

まで顧客サービスの一環として顧客の便宜

を図るものである。

⑷　便宜扱による支払に際しては，金融機関

は，正規の処理と同程度の善管注意義務を

果たす必要がある。

	 正解率　88％

正解　⑵	

　解　説

⑴　便宜扱による支払は各種貯金規定の

定めによらずに行うものであり，本人

であるからという理由のみによってこ

れに安易に応ずるべきではない。便宜

扱による支払は極めて異例な取扱いで

あり，真にやむを得ない事情があると

判断される場合に限り，慎重かつ限定

的に取り扱う必要がある。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑶　便宜扱による支払は，顧客の突発的

な事情に対し緊急に応じるものであり，

あくまで一過性の取扱である。したがっ

て，⑶は誤りである。

⑷　便宜扱いによる支払は，各種貯金規

定等の定めによらずに業務処理を行う

リスクの高い異例事務であることから，

金融機関には正規の事務処理よりもさ

らに踏み込んだ善管注意義務が加重さ

れている。したがって，⑷は誤りである。

渉外業務にかかるリスク管理

問　47　渉外業務にかかるリスク管理につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　店舗外での取次は広義の異例事務であり，

必ず顧客の面前で預かり物件を確認し，手

続きに則った所定の受取書を発行しなけれ

ばならない。

⑵　担当者が預かった現金を机内やロッカー

などで個人的に保管することは，着服と見

なされる可能性もあり，絶対に許されない。

⑶　書類不備で事務部門から返却される物件

については，授受簿等で授受を明確にする

必要がある。

⑷　貯金取引にかかる届出印章の一時保管は，

真にやむをえない理由があり，処理予定日

と処理目的が明確である場合に限り，顧客

から預かることができる。

	 正解率　98％

正解　⑷	

　解　説

⑴　記述の通り正しい。

⑵　記述の通り正しい。現金を当日出納

に受入ができない場合には，例外的な

処理として未処理書類一時保管簿に記

入し，金庫内の鍵のかかるキャビネッ

ト等に格納する。

⑶　記述の通り正しい。店舗内での授受

についても紛失の危険はあり，授受簿

等で授受を明確にする必要がある。

⑷　顧客の印章の一時保管は，事故発生

の原因ともなるため，絶対に預かって

はならない。

　　したがって，⑷は誤りであり，これ

が本問の正解である。
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苦 情 ・ ト ラ ブ ル 対 応

問　48　顧客の苦情・トラブルに対する管理

者の対応として，正しいものを 1つ選びなさ

い。

⑴　金融 ADR 制度とは，金融分野における

トラブルにおける裁判外紛争解決手続であ

り，すべての金融機関は業態毎に指定 ADR

機関を設置している。

⑵　苦情への対応として，JA バンクは内部規

則・業務運営体制を整備しており，利用者

からの苦情等の申出に対しては，JA バンク

相談所と連携して対応している。

⑶　JA バンクは，指定 ADR 機関として弁護

士会仲裁センターを設置して，顧客との紛

争解決のための制度を整備している。

⑷　JA バンク相談所は，JA バンクに関する

相談・苦情を公平・中立な立場で受け付け，

申出人の了解がなくても当該 JA に対して

その迅速な解決を求めることができる。

	 正解率　40％

正解　⑵	

　解　説

⑴　すべての金融機関ではない。指定

ADR 機関を設置しない場合は，代替措

置として，各金融機関が主体的に苦情

処理・紛争解決への取組みを行うこと

が認められている。したがって，⑴は

誤りである。

⑵　記述の通り正しく，これが本問の正

解である。

⑶　JA バンクは指定 ADR 機関を設置せ

ず，代替措置として，外部機関である

弁護士仲裁センター等を利用した紛争

解決措置を採用している。したがって，

⑶は誤りである。

⑷　JA バンク相談所は，申出人の了解を

得たうえで，JA に対して迅速な解決を

依頼するとともに，JA と連携・協力し

て解決に向けたフォローを行っている。

⑷は誤りである。

目 標 管 理

問　49　目標管理について，適切でないもの

を 1つ選びなさい。

⑴　目標管理は人間中心の管理と仕事中心の

管理を統合した新しい管理手法である。

⑵　ノルマ管理は目標管理と異なり，部下に

主体性はなく，一方的に目標が定められ，

達成方法も細かくチェックしていく管理技

法である。

⑶　目標管理でいう目標には維持目標と達成

目標があり，達成目標はブレイクダウンに

よる目標設定といえる。

⑷　マズローの欲求の 5 段階説によれば，最

高次の第 5 段階目は「自己実現の欲求」で

ある。

	 正解率　47％

正解　⑶	

　解　説

⑴　記述の通りである。

⑵　記述の通りである。

⑶　達成目標はボトムアップで展開する。

したがって，⑶は適切ではなく，これ

が本問の正解である。維持目標はその

組織を維持するためにどうしても達成

すべき数値目標で，ブレイクダウンに

よる目標設定である。達成目標は維持

目標を達成するための方法，方策で，
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ボトムアップによって設定される。

⑷　記述の通りである。マズローの欲求

の 5 段階説とは，人間の欲求は低次の

ものからスタートして，その欲求が満

たされると次々に高次な欲求に拡大し

ていくというもので，その欲求はあく

まで積み上がっていくものという理論

である。その欲求段階は，低次なもの

から順に①生理的な欲求，②安全の欲

求，③集団への欲求，④尊敬への欲求，

⑤自己実現の欲求，の 5 段階である。

目 標 管 理 の 展 開 手 順

問　50　目標管理の展開手順について，適切

でないものを 1つ選びなさい。

⑴　目標管理での目標設定は，自主申告が基

本であるが，組織目標とのかい離に問題が

あれば，話し合って修正することも重要で

ある。

⑵　目標管理における目標設定における留意

点としては，設定した目標の重みづけはす

るべきではない。

⑶　目標管理の達成過程での進捗管理におい

ては，管理サイクルをなるべく短くするべ

きである。

⑷　目標管理における目標は数値化すること

が重要であるが，数値化できないところは

課題目標として設定させ管理する。

	 正解率　70％

正解　⑵	

　解　説

⑴　記述の通りである。

⑵　設定した目標には難易度も勘案した

重みづけをして，本人の精力的な行動

を促すことが重要である。したがって，

⑵は適切ではなく，これが本問の正解

である。

⑶　記述の通りである。達成過程での進

捗管理をキメ細かく行うために，管理

サイクルをなるべく短くすることが望

ましい。

⑷　記述の通りである。



正
解
番
号

３

１

２

４

３

２

４

２

３

２

問
題
番
号

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

正
解
番
号

３

２

４

２

１

２

１

４

２

３

問
題
番
号

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

正
解
番
号

３

２

２

１

４

３

３

２

４

１

問
題
番
号

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

正
解
番
号

２

４

３

２

３

１

３

２

４

４

問
題
番
号

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

正
解
番
号

３

４

１

４

２

３

１

１

２

２

問
題
番
号

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

−54−

JA バンク信事管理者



 
 
    
   HistoryItem_V1
   AddMaskingTape
        
     範囲: 全てのページ
     マスク座標:  横方向, 縦方向オフセット 422.60, 695.39 幅 105.65 高さ 25.23 ポイント
     オリジナル: 左下
      

        
     1
     0
     BL
    
            
                
         Both
         2
         AllDoc
         58
              

       CurrentAVDoc
          

     422.5993 695.3899 105.6498 25.2298 
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0g
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     57
     56
     57
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



